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幼児教育・保育における
継続的な経営情報の見える化について
〜施設型給付を受ける幼稚園等の場合〜
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０．講師紹介
１．制度概要について
２．事前質問への御回答

【操作説明】
３．ここdeサーチにおける登録から申請までの流れ
４．経営情報等の入力項目について
５．Excelテンプレートを利用した入力について
６．その他補足情報
７．操作デモンストレーション

2



略歴
2011.4 文部科学省入省

・初等中等教育局初等中等教育企画課教育公務員係（教職員の服務）
・初等中等教育局高校修学支援室（高校無償化（当時））
・初等中等教育局財務課（教職員定数・給与）
・文化庁文化財部伝統文化課（文化財の地域振興等への活用）※内閣官房まち・ひと・しごと創生本部併任
・初等中等教育局参事官付（学校運営支援担当）（コミュニティ・スクールの設置促進、業務改善）
・初等中等教育局特別支援教育課（高等学校における通級指導の制度化）

2016.6 コロンビア大学＠NYCに留学
・妻と当時５ヶ月の娘と渡米。 居心地の悪い場所へ飛び出すこと（他流試合）の重要性を痛感
・日本における校長のリーダーシップに関する論文を３本海外のジャーナルで出版（2019, 2021, 2024）

2018.7 大臣官房政策課（各種取りまとめ、文科省未来検討TF（省内改革）、採用担当）

2019.10 妻と交代で第二子の育休を取得（〜2020.4）

2020.9 内閣官房IT室（デジタル改革関連法案準備室）
・デジタル社会形成基本法、デジタル社会の実現に向けた重点計画、GIGAスクールの26万件アンケート

2021.9 デジタル庁
・重点計画（２回目）、教育データ利活用ロードマップ、こどものデータ連携、デジ庁１期生採用担当

2022.4 戸田市教育委員会事務局
・教育総合データベース、戸田型オルタナティブ・プラン（総合的な不登校施策）、インクルーシブ教育
・戸田市未来の学び応援プロジェクト（クラファン）、学校経営ルーブリック、教科教育深化プラン

2024.4 こども家庭庁成育局保育政策課
・保育所等における経営情報の見える化、保育士の配置・処遇改善、こども誰でも通園制度
・保育DX（給付・監査業務のワンスオンリー、保活ワンストップ）、こども家庭庁１期生採用担当、MVV有志



１．制度概要について
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子ども・子育て支援制度における継続的な見える化の在り方について
（令和５年８月28日 子ども・子育て支援制度における継続的な見える化に関する有識者会議報告書・概要）

○ 原則、子ども・子育て支援法に基づく、施設型給付・地域型保育給付を受けるすべての施設・事業者を対象とする。
※ただし、小規模な施設・事業者に対しては、公表すべき内容・項目を限定する等の一定の配慮を行う方向で検討。

継続的な見える化の対象とする施設・事業者

○ 全ての施設・事業者を単位として、毎事業年度の経営情報（収益・費用）について報告・届出を求める。
○ このうち、人件費等についてはその内訳を、職員配置の状況や職員給与の状況等については、その詳細を把握できる情報も含む。
○ 報告・届出を求める経営情報等の具体的な項目については、「経営実態調査」における調査項目を基礎としつつ、「政策検討への活用

性の向上」と「施設・事業者への業務負担」の双方に配慮し決定する。
○ それぞれの経営主体で採用されている会計基準に応じた様式を設け、また、それぞれの会計年度に応じた報告・届出期間を設定する。

○ 幼稚園・保育所・認定こども園等の施設・事業者の経営情報の公表やデータベース化等の継続的な見える化の仕組みの構築を進め、
処遇改善や配置改善等の検証を踏まえた公定価格の改善を図ることを主たる目的とする。

○ 加えて、行政機関においては、幼児教育・保育が置かれている現状・実態に対する国民の正確な理解の促進、社会情勢や経営環境の
変化を踏まえた的確な支援策の検討、経営情報の分析を踏まえた幼児教育・保育政策の企画・立案等の実現を目的とする。

○ また、情報公表の充実を図ることにより、行政機関のみならず、保護者や子育て家庭、保育士等の求職者の意思決定の支援や、施設・事業者の
経営分析・改善の促進、また、研究者による学術研究や政策提言の活性化等、幅広い関係者の利益への波及的な効果も期待できる。

○ 詳細な経営情報については、個別の施設・事業者単位での公表は行わない。施設・事業者の類型、経営主体の類型、地域区分の設
定、定員規模などの属性に応じたグルーピングによって集計・分析した結果を公表する。

○ 保護者や保育士等の情報利用者にとってニーズの高い、施設・事業者の人件費比率やモデル賃金等の情報については、解釈において誤
解が生じないようにすることや施設・事業者の権利利益が損なわれない範囲とすること等を前提に、個別の施設・事業者単位で公表する。

公表の方法

目的

報告・届出を求める情報
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保育所等における継続的な経営情報の見える化について
＜経緯＞
○ 令和4年12月の公的価格評価検討委員会において、「処遇改善を

行うに当たっては、医療や介護、保育・幼児教育などの各分野にお
いて、国民の保険料や税金が効率的に使用され、一部の職種や事業
者だけでなく、現場で働く方々に広く行き渡るようになっているか
どうか、費用の使途の見える化を通じた透明性の向上が必要。しか
しながら、見える化に関する取組状況は分野ごとに様々であり、継
続的な見える化に向けて必要な取組を、各分野において順次進めて
いく必要がある。」などの基本的な考え方が示された。

○ 令和５年１月より、子ども・子育て支援制度における継続的な見
える化に関する有識者会議を開催し、令和５年８月28日に報告書
を取りまとめ。

○ 医療・介護分野においては、施設・事業所等の経営情報等に係る
届出の義務化、国による集計・分析のためのデーターベース整備、
届出義務が履行されない場合の対応等の規定について整備し、第
211回通常国会で改正法が成立。(医療分野︓医療法・令和５年８
月１日施行、介護分野︓介護保険法・令和６年４月１日施行)

＜現行制度＞
〇 子ども・子育て支援法第58条第1項に基づき、幼稚園・保育所・

認定こども園等の設置者（以下、「特定教育・保育提供者」という。）に、
教育・保育情報を都道府県知事に報告することを求めている。
・運営する法人に関する事項 ・施設等に関する事項
・従業者に関する事項 ・教育・保育等の内容に関する事項
・利用料等に関する事項 ・その他都道府県知事が必要と認める事項 等

〇 同条第2項に基づき、都道府県知事には、特定教育・保育提供者
から報告された教育・保育情報を公表することを求めている。

〇 子ども・子育て支援情報公表システム「ここdeサーチ」 を整備
して、利用者の施設等の選択に資する情報をインターネット上で検
索・閲覧できる環境を構築してきたところ。

＜制度改正のイメージ＞
○ 特定教育・保育提供者に、教育・保育施設の経営情報を
都道府県知事に報告することを求める。
・施設型給付・地域型保育給付を受けるすべての施設・事業者
を対象とする。

・毎事業年度の経営情報（収支計算書、職員給与の状況等）に
ついて報告を求める。

○ 都道府県知事には、特定教育・保育提供者から報告された
経営情報を公表することを求める。
・職員の処遇等に関する情報であって、保護者の施設・事業者
の選択等に必要な情報を個別施設・事業者単位で公表。（モデ
ル賃金や人件費比率等を想定。）
※個別の施設・事業者単位での収支計算書等の公表は行わない。

・経営情報の集計・分析とその結果の公表に努める。（施設・
事業者の類型、経営主体の類型、地域区分の設定、定員規模などに応じて
集計した、人件費や人件費比率の平均値や分布状況等を想定。）

○ 2024年通常国会（第213回国会）に上記制度改正に必要な
法案を提出し、成立したところ。 （子ども・子育て支援法・
令和７年４月１日施行）

○ 「ここdeサーチ」において、施設・事業者からの報告、都
道府県における確認・公表等の事務が簡便かつ効率的に実施で
きるよう、システム改修を実施。

＜継続的な見える化の意義＞
〇 更なる処遇改善等を進める上で、費用の使途の見える化を
進めることが重要である。

〇 保護者が適切かつ円滑に教育・保育等を子どもに受けさせ
る機会を確保するためには、施設・事業所ごとの職員の処遇等
に関する情報が公表されることが重要である。

6



子ども・子育て支援法施行規則（続き）
第五十一条の三 都道府県知事は、法第五十八条第二項の規定による
報告を受けた特定教育・保育施設設置者等経営情報について、施設等を
運営する法人の種類、教育・保育施設又は地域型保育事業の種類、利
用定員その他都道府県知事が必要と認める事項に応じて調査及び分析を
行い、当該調査及び分析の結果を公表するよう努めるものとする。

子ども・子育て支援法等一部改正法令（見える化部分）について
子ども・子育て支援法（R7.4.1施行）

第五十八条 （略）
２ 特定教育・保育施設の設置者及び特定地域型保育事業者は、政令
で定めるところにより、毎事業年度終了後五月以内に、当該事業年度に
係る特定教育・保育施設設置者等経営情報（特定教育・保育施設及
び特定地域型保育事業所ごとの収益及び費用その他内閣府令で定める
事項をいう。以下この条及び第六十二条第三項第二号において同じ。）
を教育・保育を提供する施設又は事業所の所在地の都道府県知事に報
告しなければならない。

３ 都道府県知事は、前二項の規定による報告を受けた後、内閣府令で
定めるところにより、当該報告の内容（特定教育・保育施設設置者等経
営情報にあっては、職員の処遇等に関する情報であって、小学校就学前
子どもに教育・保育を受けさせ、又は受けさせようとする小学校就学前子ど
もの保護者が適切かつ円滑に教育・保育を小学校就学前子どもに受けさ
せる機会を確保するために公表されることが必要なものとして内閣府令で定
める事項に限る。）を公表しなければならない。

４ 都道府県知事は、内閣府令で定めるところにより、第二項の規定により
報告を受けた特定教育・保育施設設置者等経営情報について調査及び
分析を行い、当該調査及び分析の結果を公表するよう努めるものとする。

５〜９ （略）

子ども・子育て支援法施行規則（R7.4.1施行）

第五十条の二 法第五十八条第二項の内閣府令で定める事項は、別表
第三（都道府県又は市町村が設置する特定教育・保育施設等にあっては、
同表第二号及び第四号イを除く。第五十二条において同じ。）に掲げる項
目に関するものとする。

第五十一条の二 法第五十八条第三項の内閣府令で定める事項は、別
表第四（都道府県又は市町村が設置する特定教育・保育施設等にあって
は、同表第二号を除く。）に掲げる項目に関するものとする。

別表第四（第五十一条の二関係）
一 前表第一号に掲げる事項
二 前表第二号ロに掲げる事項
三 前表第三号イに掲げる事項
四 前表第四号ハに掲げる事項
五 その他都道府県知事が必要と認める事項

別表第三（第五十条の二、第五十二条関係）
一 施設等の名称、所在地その他の基本情報に関する事項

イ 施設等の名称及び所在地
ロ 施設等を運営する法人の種類
ハ 教育・保育施設又は地域型保育事業の種類
ニ 利用定員及び利用小学校就学前子ども数
ホ その他都道府県知事が必要と認める事項

二 施設等の収益及び費用に関する事項
イ 施設等を運営する法人の種類に応じた収益及び費用の内訳
ロ 施設等の収益に対する人件費の割合
ハ その他都道府県知事が必要と認める事項

三 施設等の職員の人員数に関する事項
イ 施設等の職員の職種別人員数
ロ その他都道府県知事が必要と認める事項

四 施設等の職員の給与等に関する事項
イ 施設等の各職員の給与
ロ 施設等の職員の職種別給与
ハ 施設等の職員に係る標準的な給与体系
ニ その他都道府県知事が必要と認める事項

五 その他都道府県知事が必要と認める事項
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新たな継続的な見える化の制度における報告・公表の在り方について※

 新たな制度の施行期日は令和７年４月１日。令和６年４月１日以降に始まる事業年度について報告対象とする。
 経営情報等の報告期限は事業年度終了後５月以内。事業年度が令和６年４月１日〜令和７年３月末日の場合、同年８月末日までに報告。
 ここdeサーチを経営情報等の収集・公表に活用。施設・事業者は報告内容を入力、自治体は報告内容を確認、ここdeサーチ画面で公表。

施行期日・報告期限等

③収支の状況
収入・支出の科目別の金額、人件費関連科目の内訳
等

②職員給与
賃金水準、処遇改善状況、職員の属性情報
等

①人員配置
基準上の配置と実際の配置、職員の属性情報
等

情報項目

各法人の会計基準に従って作成する決算書
類の様式を活用処遇改善等加算の実績報告書を活用給付・監査等で通常把握されている情

報報告内容

報告する経営情報等

グルーピングした集計・分析結果の公表 個別の施設・事業者単位での公表
 幼児教育・保育の全体像を俯瞰し、公定価格

の改善をはじめとする政策検討に活用。
 施設類型、法人形態、地域、規模等の属性に

応じてグルーピングして集計・分析すること
で、公平・公正な比較・検証を実施。

 平均値・中央値に加えて分散・相関関係・
時系列推移等の状況も明らかにする。

（公表が想定される主な事項）
 職員１人当たりの平均給与／年
 給与総額に占める職種間の配分割合
 基準上の配置と実際の配置の比率
 配置人員の構成比（職種別、属性別等）
 総収入に占める主要な支出区分の割合

（人件費、収支差額等）

 個別の施設・事業者単位での情報公表の充実を通じて、保護者による施設・事業者の
選択や、保育士等の求職者の職場の選択やキャリアの検討等を支援していく。

 施設・事業者や従事者の権利利益を保護しつつ、幼児教育・保育の質の向上や保育士
等の勤務環境の改善等の前向きな取組が適正に情報利用者に伝わることを目指す。

①モデル給与
 保育士等の幼児教育・保育に

直接従事する常勤職員は必須
記載（経験年数、役職等も明
示）。その他職員は任意記載。

 基本給、手当、賞与等や月収
と年収の目安を明示。

 給与決定方法、賞与支給基準、
時間外手当・退職手当の取扱、
福利厚生、その他職員の処遇
に関する事項は任意記載。

③職員配置状況
 基準上の配置と実際の配置の比率を明示。
※職員配置に係る加算措置や地方単独補助の有無等を付記。

②人件費比率
 総収入に占める人件費の割合を明示。
※該当するグルーピングにおける平均値等を参考情報として併記。
 「狭義の人件費」については必須記載。
※会計基準上の人件費、派遣職員経費、法定福利費の合計。
 「広義の人件費」については任意記載。
※「狭義の人件費」の他、福利厚生費、研修研究費、職員採用経費、

その他「広義の人件費」と判断するものの合計。

※本資料は「専門家会議報告書」に基づき記載。今後、こども家庭庁において、この内容を踏まえて報告様式、公表様式及びマニュアル等を策定予定。

※施設・事業者の基本情報（施設類型、法人形態、地域、規模等の属性情報）については既に登録済みのため、都道府県・事業者は更新の有無を確認する必要がある。
※人的資本に関する事項（休暇取得状況、ICT導入状況、研修制度、人材育成の取組 等）について任意に記載することができるようにする。
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対象施設について

9

 子ども・子育て支援法に基づく、施設型給付・地域型保育給付を受けるすべての施設・事業者を対象とする。
 このほか、施設型給付を受けない幼稚園については個別施設・事業者単位で公表される項目に限り、任意で報告を

行えるようにする。

見える化の対象となる施設 見える化の対象とはならない施設

小規模保育、家庭的保育、
居宅訪問型保育、事業所内保育

地域型保育給付を受ける施設

※公立施設等については、その性格を踏まえ、収入・支出の状況、職員給与の
状況等についての報告は求めないこととするが、「個別の施設・事業者単位での
公表」を行う上で必要な情報の報告を求めることとする。

※国民や関係者に対する情報公表の充実を図る観点からは、 「ここde
サーチ」に登録可能な施設・事業者（施設型給付を受けない幼稚
園）も含めて、積極的な情報公表が行われることが有意義であり、継
続的な見える化における情報公表の仕組みの運用に当たっては、これ
らの施設・事業者の個々の判断に基づく情報公表を行えるようにするこ
ととする。

保育所

認定こども園

施設型給付を受ける施設

幼稚園

保育所型幼稚園型

地方裁量型幼保連携型

 報告された経営情報等※は、施設類型、法人形態、地域、規模
等の属性に応じてグルーピングして集計・分析した結果を公表。

 あわせて、モデル給与等を個別の施設・事業者単位で公表。

 基本的に、経営情報等の報告は不要。
 「ここdeサーチ」に登録可能な施設・事業者※については、個別公

表される項目（モデル給与等）に限り、任意で報告を可能とする。

施設等利用給付を受ける施設

特別支援学校

施設型給付を受けない
幼稚園

預かり保育事業

認可外保育施設

子育て援助活動支援事業
（ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業） 病児保育事業

一時預かり事業

認定こども園
（国立・公立大学法人立）



報告が必要な事項・公表対象情報について（一覧）

施設型給付を受けない幼稚
園

認定こども園、保育所、幼稚園
等（私立）情報項目

任意○報告
人員配置に関する事項
・公定価格基準上での配置人数
・実際の配置人数 など

×○集計・分析結果
公表

○（報告した場合）○個別施設・事業者単位

任意○報告
職員給与に関する事項
・各種処遇改善等加算の取得状況
・各職員の勤続年数、賃金 など

×○集計・分析結果
公表

××個別施設・事業者単位

任意○（一部任意※２）報告

モデル給与に関する事項 ××集計・分析結果
公表

○（報告した場合）○個別施設・事業者単位

任意○報告
収支の状況に関する事項
・事業収入（収益）
・事業支出（費用）

×○集計・分析結果
公表

××個別施設・事業者単位

任意○報告

人件費比率に関する事項 ×○集計・分析結果
公表

○（報告した場合）○個別施設・事業者単位

任意任意報告
人的資本に関する事項
・法定・法定外休暇の利用状況
・ICT導入の取組状況 など

××集計・分析結果
公表

○（報告した場合）○（報告した場合）個別施設・事業者単位

10※１ 職種別の合計給与額を報告。（個々の職員の給与については報告不要。）
※２ 常勤保育士等のモデル給与のみが義務項目。保育士等以外の職種や非常勤職員のモデル給与等はすべて任意項目。

全国・都道府県単位の集計



公表イメージ（基本情報）

4



公表イメージ（人員配置）

5



公表イメージ（モデル給与）

6

・御報告いただいた個別の職員給与は
公表されません。

・御報告いただいたモデル給与は公表されます
ので、各園の賃金規定に基づき、実態と
大きく乖離しないよう御報告ください。



２．事前質問への御回答

14



事前に御質問をお寄せいただきありがとうございました①

15

回答御質問No.

実際に在籍する職員個人への支給実績ではなく、報告対象施設・事業の賃金規
定等の根拠に基づき、職種や経験年数等の属性に応じたモデル化された給与額を指
します。賃金規定の有無等は施設によって異なることが考えられるため、一律の条件は
設けていませんが、例えば１つの職種につき学歴区分は１つ以上、経験年数は学歴
区分１種類につき２つ以上（１年目を必ず含むこと。）を記入いただくこととしていま
す。モデル給与を公表する趣旨が、保護者による施設・事業者の選択や、求職者の
職場の選択やキャリアの検討等を支援することにあることに鑑み、各施設の入力に当
たっては、当該施設・事業所における昇給や昇進のタイミング等を踏まえ、実態と大きく
乖離することがないように御報告いただくようお願いします。

モデル給与の前提条件を明確
に示してほしいです。（データ入力
者の匙加減で見え方に大きく差が
出るのではという懸念があります。
ある程度のルールを示していただけ
ると一定の条件下によるモデル給
与として示しやすいと思います。）

①

モデル給与は、実際に在籍する新規採用職員がいるか否か等に関わらず毎年御報
告いただくものであり、また、モデル給与を公表する趣旨は、保護者による施設・事業者
の選択や、求職者の職場の選択やキャリアの検討等を支援することにあることから、入
力に当たっては、各施設・事業の賃金規定等に基づき、職種・経験年数・学歴区分に
応じて報告いただくこととし、当該施設・事業所における昇給や昇進のタイミング等を踏
まえ、実態と大きく乖離することがないように御報告ください。

モデル給与については、その年次
での目標とすべき条件を設定した
時の金額とその年次での職員の
平均の数値が乖離していても大
丈夫ですか。

②

離職率はそもそも任意記載項目のため、各施設の判断において記載しないことも考
えられますが、離職率の直下の項目において「離職理由」を記載する欄がございます。
当該欄は各施設で500文字まで自由記載いただけますので、当該欄において「離職
者は〇名のみで、本人の希望による家庭の事情（配偶者の転勤）によるものであり、
職場への不満や人間関係のトラブルなどによるものではなかった」等の具体的な理由や
「月１回の定期的な面談や業務改善の取り組み、毎週の定例会議による職員間のコ
ミュニケーションの促進により、働きやすい職場づくりに努めている」等の取組、「産休・育
休からの復職率が高い」等のポイントを記載することで、単なる離職率の数字のみに拠
らない適切な判断を促すことができるものと考えます。なお、御記載いただいた内容につ
いては、個別施設単位で公表されます。

利用者や求職者の施設選択の
情報の提供にあたり、離職率につ
いては本人の適性や職場とのミス
マッチなどの要素があり、誤解を招
き、事業者に不利益になる場合
が想定されます。適正な判断を促
すための配慮はありますか。

③



事前に御質問をお寄せいただきありがとうございました②
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回答御質問No.

人件費比率については、「子ども・子育て支援制度における継続的な見える化に係
る経営情報等の収集、集計・分析及び公表等の方法について（令和６年３月２９
日子ども・子育て支援制度における継続的な見える化に関する専門家会議報告
書）」において「採用する会計基準や会計方針によってそれぞれどのような勘定科目で
表示するかに差異があること等から、異なる経営主体の間で、施設・事業者の人件費
比率の正確に比較したり議論したりすることは極めて困難である」と指摘されていること
を踏まえると、お尋ねのように国として評価基準や適正範囲の指標を一律に定めること
は、閲覧者に誤った判断を促すことにもなりかねず、適切ではないと考えています。
なお、同報告書においては「ここdeサーチにおいて、個別の施設・事業所単位として

の公表を行う際には、個別の施設・事業者の「人件費比率」の掲載に加えて、当該施
設・事業者に対応するグルーピングにおける「人件費比率」の平均値等が参考情報と
して併せて掲載されるような工夫を講じることが、施設・事業者の権利利益を保護し、
情報利用者等の正確な理解を促す上で有効であると考えられる。」と指摘されたことか
ら、報告２年目以降は、「グループ平均」として、施設類型・経営主体・利用定員等が
同規模程度の施設等における前年度平均値が参考のために表示される予定です。

人件費比率の算定基礎となる
給与等の報告にあたり、事業規
模や収入規模などの要素を加味
した人件費比率の評価基準を示
していただけるのでしょうか。

④

人的資本に係る事項として、「くるみん認定」「えるぼし認定」の取得状況に係る項目
のほか、自由記載として「子育て支援員の取得状況」「職員の満足度」等に係る欄を
設けており、ライフサイクルに沿った働き方に係る事項について記載いただくことが可能で
す。なお、御記載いただいた内容については、個別施設単位で公表されます。

長年の勤続の傾向が続く中で、
今回の調査結果の中で出産、育
児などライフサイクルに沿った働き
方ができているかどうかの指標はあ
りますか。

⑤



事前に御質問をお寄せいただきありがとうございました③
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回答御質問No.

各年のモデル給与に係る報告は事業年度終了時点（決算時点）の情報として御
報告いただきますので、次年度の実際の給与がモデル給与を下回ることは想定されま
すが、モデル給与を公表する趣旨は、保護者による施設・事業者の選択や、求職者の
職場の選択やキャリアの検討等を支援することにありますので、可能な限り実態と大きく
乖離することがないように御配慮いただけますと幸いです。
なお、報告後にデータを修正いただくこともできますので、過去に報告したモデル給与

を修正する必要がある場合には、「子ども・子育て支援情報公表システム操作説明書
（認可・施設向け）」に従って作業をお願いします。

モデル給与公表後、翌年の園児
が減少した場合、給与がモデル給
与より下がる可能性がありますが
よろしいでしょうか。

⑥

私立幼稚園における【職員給与一覧】では、全職員のデータを御記入いただきます。
お尋ねの公立施設と私立施設で取扱いが異なる理由については、現状、私立の保

育所等については公定価格により運営費相当の経費を施設型給付費として国から自
治体を経由して支払っている一方で、公立については全額が地方交付税で措置され
ているといった財政上の仕組みの違いがあることを踏まえ、「子ども・子育て支援制度に
おける継続的な見える化に係る経営情報等の収集、集計・分析及び公表等の方法
について（令和６年３月29日子ども・子育て支援制度における継続的な見える化に
関する専門家会議報告書）」において、「公立施設等については、その性格を踏まえ、
収入・支出の状況、職員給与の状況等についての報告は求めないこととするが、「個別
の施設・事業者単位での公表」を行う上で必要な情報の報告を求めることとする」とさ
れたこと、及び処遇改善や配置改善等の検証を踏まえた公定価格の改善を図ること
が経営情報の継続的な見える化の主たる目的であることを踏まえた対応として、公立
施設については施設等の収益及び費用並びに各職員の給与についての報告は求めな
いこととしているものです。

私立幼稚園の場合【職員給与一
覧】では、全職員のデータを記入
するのでしょうか。（公立の場合は
個々の報告は不要とあるが私立と
統一しないのはなぜでしょう
か︖）

⑦



事前に御質問をお寄せいただきありがとうございました④
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回答御質問No.

施設ごとの情報に係る公表範囲については、本日の説明資料７〜13ページで御説
明したとおりです。
都道府県・全国単位で集計・分析したデータの公表範囲については、「子ども・子育

て支援制度における継続的な見える化に係る経営情報等の収集、集計・分析及び
公表等の方法について（令和６年３月29日子ども・子育て支援制度における継続
的な見える化に関する専門家会議報告書）」において「施設・事業者を属性に応じて
適切にグルーピングし、当該グループごとに公平、公正な比較・検証を実施する必要が
ある。 」等と示されていること等を踏まえ、グルーピングした集計・分析結果の表示手法
について引き続き検討を進め、令和７年度中を目途に公表することを予定しておりま
す。

この制度の目的に「情報公表の
充実を図る」とあるが、公表の対
象範囲はどこまででしょうか。また、
都道府県知事が報告する内容と
公表対象はどこまでかお教えいた
だきたいです。

⑧

令和６年度であれば、補正予算において＋10.7％の処遇改善を行い、令和７年
度予算でも財源として確保した上で、これを反映したところです。このとき、令和６年度
補正予算で増額した基本分や加算の単価は、令和７年度以降も継続するので、そ
の増額分を原資として、基本給の引き上げをお願いしているところです。（令和６年度
補正予算に係る追加交付分は、スケジュール的に基本給に組み込むのは難しく、一時
金等による支払がされているものと承知しています。）
翌年度の予算において何％の増額になるのかは、予算編成過程の議論により決まる

ため、あらかじめ確約することはできませんが、教諭等の処遇改善は重要と考えておりま
すので、補正予算による単価の増額分をベースに試算いただきつつ、当初予算の決定
後、なるべく早めに基本給に反映いただくなど、御対応をお願いいたします。

給与に関して人事院勧告の差額
分を計画的に基本給に組み入れ
るよう指示がありますが、この差額
分は継続して公定価格に組み入
れられるのでしょうか。差額分の
〇％は確実に組入れるようにし、
その部分については行政が責任を
持つという確約が欲しいです。
（社会情勢によってはリスクがある
ため）

⑨



事前に御質問をお寄せいただきありがとうございました⑤
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回答御質問No.

子ども・子育て支援法第58条第６項において、都道府県知事は、特定教育・保育
提供者が報告をせず、若しくは虚偽の報告をしたとき等、又は調査を受けず、若しくは
調査の実施を妨げたときは、期間を定めて報告を行うことや報告内容の是正、調査を
受けることを命ずることができ、同条第７項において、第６項の規定による処分をしたと
きは、遅滞なく、その旨を、当該特定教育・保育施設等の確認をした市町村長に通知
しなければならないとされています。さらに、同条第８項において、命令に従わない場合
においては、当該特定教育・保育施設等の確認を取り消し、又は期間を定めてその確
認の全部若しくは一部の効力を停止することが適当であると認めるときは、理由を付し
て、その旨をその確認をした市町村長に通知しなければならないとされています。

経営情報の報告について、報告
を怠った場合どのようなペナルティ
があるのでしょうか。

⑩

御清聴ありがとうございました。

この後は、「子ども・子育て支援情報
公表システム（ここdeサーチ）」を運用
する独立行政法人福祉医療機構及び
システム運用保守業者から、個別の入力
項目の解説及び操作説明を行います。



３．ここdeサーチにおける登録から
申請までの流れ

20
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システムへのログイン①︓ログイン画面

子ども・子育て支援情報公表システムへのログイン
※施設を登録したアカウントでログインしてください。

本システムにログインするには、以下に示す本システムの URL を Web ブラウザに入力しま
す

https://www.wam.go.jp/kodomo/

【画面イメージ】

https://www.wam.go.jp/kodomo/


ログインIDやパスワードがわからない場合は、こちらの「︖困ったとき
は」をクリックしてください。よくある質問ページが開きます。

22

システムへのログイン②︓ID、パスワードが分からない場合

パスワードがわからない場合
は、赤枠内「こちら」をクリッ
クいただければ、以下の画面が
表示され、ここからパスワード
のリセットを行えます。



23

初期登録時の対応

〇〇幼稚園 御担当者様

〇〇自治体により、施設の基本情報が登録されましたのでお知らせします。

システムのログインID及び、初回ロ
グインのための仮パスワードが記載さ
れています。

（ 〇〇幼稚園 ） ・各施設をここdeサーチに登録する作業は、
各自治体で行います。

・各自治体が各施設を登録した際は、施設
宛に左のメールが送付されます。重要
なので必ず確認してください。

・当該メールの受信が確認できない場合、
自治体宛にお問い合わせください。

初回ログインを行う場合、
赤枠内「システムのログイン
URL」に記載されている
「https://・・・」をクリックし
てください。
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初回ログイン

パスワード変更画面が開きますので、御自分
で新パスワードを作成し入力してください。
パスワードは半角8文字以上で、英小文字及
び数字をそれぞれ1文字以上使用して作成し
てください。

初回ログイン後・・・【表示画面イメージ】

メールに記載されている、ログインID
及び仮パスワードを入力し、初回ログ
インをしてください。

施設の登録通知メールに記載されている「システムのログインURL」をクリックすると、以下の画面が表示されます。
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「施設情報の照会・編集を行う」画面
初回ログイン後、赤枠内「施設情報の照会・編集を行う」のタブをクリックすると以下の画面が表示されます。
こちらの画面から、施設の詳細情報や経営情報の報告を行います。
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以下４つのタブに分かれています。

①施設の詳細情報を入力する
②Excelファイルで入力する
③経営情報等を入力する
④確認者へ申請する

「施設の詳細情報を入力する」タブ
の入力項目について、 「①施設の詳細
情報を入力する」タブを選択の状態の
「画面操作ヘルプ画面」より確認でき
ます。

こちらをクリックした場合の表示は以
下のとおりです。
https://www.int.wam.go.jp/sec/co
ntent/files/kdmsys/kdm_20250625
.pdf

「施設の詳細情報」の入力

https://www.int.wam.go.jp/sec/co
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「施設の詳細情報」の入力（抜粋）

「開始年月日」は、特定教育・保育施設とし
て教育・保育の提供を開始した日、確認年
月日は市町村から施設型給付・地域型保育給
付等の支給に係る施設・事業所として確認を
受けた日になります。
基本的に、開始年月日は確認年月日以降の日
付となります。

即ち、例えば令和２年４月１日から令和５
年３月末日まで事業を行っていた前身の保育
所が、特定教育・保育施設として保育を提供
していた場合、「開始年月日」は当該保育所
の運営開始日になります。

また、個人立として運営していた小規模事
業所についても、実態上一般社団法人立の現
在の施設と継続性を有するものであれば、当
該施設の事業期間も含めて当該報告に係る事
業の開始年月日を記載してください。
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「施設の詳細情報」に係るExcelファイルでの入力①︓概要
「施設の詳細情報を入力する」で入力する項目については、以下赤枠内「Excelファイルで入力する」タブから
Excelファイルをアップロードすることで、一度に登録することが可能です。
（「経営情報等」についてはExcelアップロード機能はございません。）
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「施設の詳細情報」に係るExcelファイルでの入力②︓登録手順

④赤枠内「アップロード」をクリック
するとファイルの内容がアップロード
され、施設詳細情報が登録されます。

①赤枠内「ダウンロード」ボタンをクリックして
施設詳細情報 Excelファイルをダウンロードしま
す。
②ダウンロードしたExcelファイルに以下のよう
に必要情報を入力します。

※以下リンク先にて記入例を確認できます。
kdmsys_kns004.pdf

③赤枠内「ファイル選択」をクリック
して入力した施設詳細情報 Excel 
ファイルを選択します。

以下①〜④の手順に従って、Excelファイルでの入力を行います。
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経営情報等の入力について
経営情報等の入力は、以下赤枠内「経営情報等を入力する」タブを表示し入力します。

※子ども・子育て支援法第27条第１項に規定する特定教育・保育施設としての確認を受けていない幼稚園（以下「施設
型給付を受けない幼稚園」という。）については、経営情報等の報告義務はございませんが、システム上、任意で報告
することが可能です。
本システムで報告・公表したことは保護者や求職者への情報提供に繋がりますので、積極的な公表をお願いします。
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確認者（自治体）への申請①︓概要
「施設の詳細情報を入力する」「経営情報等を入力する」のタブで登録が終わったら、
以下赤枠内「確認者へ申請する」タブから確認者への申請を行います。

各施設の確認者は、「所管する自治体」
に表示されている自治体です。

〇〇市
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〇〇市

②「確認者へ申請する」ボタンをクリックします。表
示されている施設情報を確認する政令市等またはその
他市町村へ申請が行われます。
※ボタンが無効化されクリックできない場合は、

必須項目に未入力箇所がありますので御確認ください。

③申請が正常に行われ、処理状況の表示が
「申請待ち」から「確認待ち」に変わった
ことを確認します。

①[確認者へ申請する」タ
ブをクリックします。

以下①〜③の手順に従って、確認者への申請を行います。

確認者（自治体）への申請②︓申請手順
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〇〇市

確認者（自治体）への申請③︓経営情報の報告を行わない場合
決算期間中などの理由で、施設の詳細情報のみを先に申請する場合等は、以下の手順で経営情報以外を含め

ずに申請することができます。

赤枠内「経営情報等を含めずに詳細情報を申請す
る」チェックボックスにチェックを入れてください。
※このチェックボックスにチェックを入れると、経営情報等
が申請対象外となるため、経営情報等の必須項目が入力され
ていなくても、施設の詳細情報の必須項目が入力済であれば
申請は可能となります。



４．経営情報等の入力項目について

34
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「経営情報等を入力する」タブの入力項目
「経営情報等を入力する」タブに表示される入力項目（赤枠内）を、上から順に説明します。
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会計年度、決算月、施設等の設置主体①︓表示画面

「会計年度、決算月、施設等の設置主体」の事項に表示される項目は以下のとおりです。
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会計年度、決算月、施設等の設置主体②︓入力要領

報告する会計年度として適切な期間
（（自）には会計年度の初日、（至）には決
算日）を入力してください。

上記の表示例は、令和６年度の事業年度が
令和６年４月１日から令和７年３月３１日に
至る場合の記載です。

※基本的に会計期間は１年間となりますが、
年度の途中に新設された場合等においては、
この限りではありません。

例えば、令和６年10月１日から事業開始
した施設であって会計期間が４月〜翌３月
である場合、初年度は令和６年10月〜令和
７年３月について報告してください。
（右図参照）
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会計年度、決算月、施設等の設置主体③︓
「施設等の設置主体」等を修正したい場合

施設等の開所時間、利用定員、学級数その他の運営に関する方針の開所時間、施設等の設置主体といった施設基本
情報は、都道府県又は市区町村のみが登録・修正を行うことが可能であり、施設で入力・修正等を行うことができま
せん。

【御注意ください︕】
※「施設等の設置主体」については、登録がない場合（空欄の場合）又は登録内容に誤りがある場合、

それ以降の経営情報を入力いただくことができません。
※施設等の基本情報を修正する必要がある場合には、施設所在地の市区町村又は都道府県へ御相談

ください。
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施設の状況等に関する事項①︓表示画面
「施設等の状況等に関する事項」に表示される項目は以下のとおりです。
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施設等の設置者の法人類型を以下より選択してく
ださい。なお、個人立や宗教法人立の場合は、
「その他」を選択してください。
・ 社会福祉法人
・ 学校法人
・ 株式会社
・ その他

報告時点から見て、前年度４月１日の状況と、前年
度３月１日の状況を記入して下さい。

【利用定員等の年次更新のお願い】
利用者数等は毎年度変更が生じますので、

毎年、経営情報等を入力する際には、施設
詳細情報における認可定員・利用定員・在
籍児童数毎年確認の上、定員数等の更新を
お願いします。

施設の状況等に関する事項②︓入力要領
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人員配置に関する事項①︓表示画面
「人員配置に関する事項」に表示される項目は以下のとおりです。

※ここではシステム上での入力方法を説明し、「Excelデータ追加」は次章で解説します。
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人員配置に関する事項②︓報告対象となる職員
人員配置として報告すべき職員には、新規採用者及び休暇中の者（産前・産後休暇を含む）、欠勤者、育児休業の代

替職員、退職者は含みますが、休職・休業中の者（育児休業・介護休業の者）は含まれません。
実際の配置において、派遣職員・委託職員で対応している職種がある場合は（報告対象施設・事業のみ）ではその数

も職員数に含め、（報告対象施設・事業以外も含む）ではその数は職員数に含めません。
複数の職種に従事している場合は、主として従事している職種のいずれか１つに分類して記入してください。
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人員配置に関する事項③︓公定価格基準・実際の配置の入力要領

公定価格基準
「特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等
の実施上の留意事項について」に基づき必要となる職員数を
記入してください。

実際の配置（報告対象施設・事業以外も
含む）
・勤務時間数等で按分を行わず、報告対
象施設・事業以外の事業も含めて、実際
に配置されている職員数を記入してくだ
さい。
・派遣職員・委託職員は含めないでくだ
さい。
・報告対象施設・事業以外の事業のみに
従事する職員は含めないでください。

実際の配置（報告対象施設・事業のみ）
・実際に配置されている職員数を勤務時間数等で按
分を行った上で報告対象施設・事業に係る部分のみ
記入してください。
・派遣職員・委託職員を含めてください。
・報告対象施設・事業以外の事業と兼務する職員は
従事時間などに応じて按分してください。
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人員配置に関する事項④︓常勤・非常勤の入力要領

【再掲】
報告対象施設・事業以外の事業（一時預かり事業等）と
兼務する職員の記入方法

・「実際の配置（報告対象施設・事業のみ）」
勤務時間数等で按分を行った上で報告対象施設・事業

に係る部分のみ記入して下さい。

・「実際の配置（報告対象施設・事業以外も含む）」
勤務時間数等で按分を行わずに報告対象施設・事業以

外の事業も含めて記入して下さい。

常勤
原則として施設で定めた勤務時間
(所定労働時間)の全てを勤務する
者。従って、所定労働時間の全て
を勤務している者は、ここに含み
ます。

非常勤
常勤職員以外の従事者(他の施

設にも勤務するなど収入及び時
間的拘束の伴う仕事を持ってい
る者、短時間のパートタイマー
等)。「非常勤」の欄には、本頁
下の「常勤換算数の計算式」欄
の記入要領に従って、非常勤職
員の換算数を計算して記入して
下さい。
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人員配置に関する事項⑤︓職種の定義
表示される職種の定義は以下のとおりです。
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人員配置に関する事項⑥︓公定価格基準の各項目 記入要領Ⅰ

「うち、学級編制加配教員」欄は、利用定員36人以上及び300人以下の施設は
「1」、それ以外の施設は「0」。

「うち、年齢別配置基準上教員」欄には、以下により算出。
ⅰ)年齢別配置基準上教員数を算出（３歳児配置改善加算又は満３歳児対応加
配加算が適用される場合は、当該加算の算式で算出される教員数を算出）
ⅱ)ⅰ)で算出された教員数から、「副園長」・「教頭」及び「主幹教諭」・
「指導教諭」の合計数を差し引く。

副園長・教頭配置加算が適用される場合は「1」、適用されない場合は「0」を
記入して下さい。

「うち、チーム保育加算教員等」欄は、チーム保育加算で評価されている実際
の加配人数（利用定員区分ごとの上限人数は、45人以下︓1人、46人以上150
人以下︓2人、151人以上240人以下︓3人、241人以上270人以下︓3.5人、
271人以上300人以下︓5人、301人以上450人以下︓6人、451人以上︓8人）。
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人員配置に関する事項⑥︓公定価格基準の各項目 記入要領Ⅱ

「栄養教諭」欄には、栄養管理加算（A︓配置）が適用されている
場合は「0.5」。

「うち、非常勤講師」欄は、利用定員35人以下及び121人以上の施
設は「0.8」、それ以外の施設は「0」。

「うち、非常勤講師（主幹教諭等専任化代替分）」欄は、主幹教
諭等専任加算が適用される場合は「1」、適用されない場合は
「0」。

「うち、非常勤講師（指導充実加配加算分）」欄は、指導充実加配
加算が適用される場合は「0.8」、適用されない場合は「0」。
「うち、非常勤事務職員（事務職員配置加算分）」欄は、事務職員
配置加算が適用される場合は、「0.8」、適用されない施設は「0」。

「バス運転手」欄は、通園送迎加算が適用される場合であって、利
用定員150人以下の施設は「0.8」、151人以上の施設は「1.5」。

「うち、非常勤事務職員（事務負担対応加配加算分）」欄は、事務
負担対応加配加算が適用される場合は「0.8」、適用されない場合は
「0」。

「調理員」欄は、給食実施加算（施設内調理）が適用される場合で
あって、利用定員150人以下の施設は「2.0」、151人以上の施設は
「3.0」。



48

人員配置に関する事項⑦︓常勤換算値の計算方法
【常勤換算値の計算式】
常勤換算値＝常勤以外の職員の1か月の勤務時間数の合計÷各施設・事業所の就業規則等で定めた常勤職員の1か月の勤務時間数

＜短時間勤務又は1週間に数回の勤務である場合＞
職員の1週間の勤務時間（の合計）÷施設が定めている1週間の勤務時間
＜1ヶ月に数回の勤務である場合＞
職員の1ヶ月の勤務時間÷施設が定めている1週間の勤務時間×4（週）

※上記の計算式によって得られた数値を、小数点以下第2位を四捨五入して、小数点第1位まで計上して下さい。
※得られた結果が0.1に満たない場合は、「0.1」とご記入下さい。
※「実際の配置（報告対象施設・事業のみ）」において、同一の職員が報告対象施設・事業と他の事業の両方に従事している場合には、従事時間に応じ
た按分など適切な方法により報告対象事業に対応する常勤換算人数を算定して下さい。

○常勤の兼務者
「常勤」として施設に勤務しているが、調査対象事業以外の事業を兼務する幼稚園教諭で、1 週間のうち調査対象事業に25 時間、その他の事業に15 時
間、計40時間勤務する場合
○非常勤職員
週2 日（各日3 時間）勤務の非常勤講師が1 人と、週3 日（各日5 時間）勤務の非常勤講師が1 人の計２人いる場合

40時間 ÷ 40 時間＝1 →1人

25時間 ÷ 40 時間＝0.625 →0.6 人

(（週 2 日× 3 時間× 1 人）＋（ 週
3 日× 5 時間× 1 人）) ÷ 40 時間
＝ 0.525 → 0.5 人

兼務していない
ため、「報告対
象施設・事業の
みと同じ」

【例】1 週間の勤務時間を40 時間と定めている施設の場合
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人員配置に関する事項⑧︓施設型給付を受けない幼稚園の報告様式

表示されているが入力不要。

施設型給付を受けない幼稚園の場合、ここdeサーチにおいて、「公定価格基準」に係る項目は表示自体はされています
が、入力はできない仕様になっています。
当該施設は、「実際の配置」箇所のみを御回答ください。

※職員の範囲や職種の定義は、施設型給付を受ける幼稚園と同じです。

こちらのみ入力。
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職員給与に関する事項①︓表示画面
「職員給与に関する事項」に表示される項目は以下のとおりです。
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職員給与に関する事項②︓前提要件
【報告範囲及び公表について】
■報告対象施設・事業に従事している全ての職員の状況について記入して下さい。

職員の範囲や職種、常勤・非常勤の定義は人員配置の定義と同様です。
■事業年度終了時点での状況を御記載ください。あくまで経営情報の報告は事業年度終了時点の情報について行って

いただくため、処遇改善に係る人件費改定分の支払いやベースアップが事業年度内に間に合わない場合には、事業
年度終了時点での額で御報告ください。

■御入力いただいた内容は、個別施設・事業者単位での公表は行いません。

【定義の補足事項】
■複数の職種に従事している場合は、主として従事している職種のいずれか１つに分類してご記入下さい。
■派遣職員・委託職員は含めないで下さい。
■「調理員」とは、調理師資格の有無にかかわらず、主に調理業務に従事している方を指します。
■「栄養教諭」とは、法律に基づく栄養教諭免許状又は栄養士の資格を有する者、学校栄養職員のうち、主に栄養の

指導等に従事している方を指します。（主に調理業務に従事している方は「調理員」として下さい。）

【施設型給付費を受けない幼稚園について】
■「常勤換算値」「起点賃金水準」の入力は不要です。
■「加算当年度内の賃金改善実施期間における支払賃金」は「当年度の支払賃金」に読み替えてください。
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職員給与に関する事項③︓処遇改善加算の選択

処遇改善等加算の取得状況を選択
してください。

職員給与（公定価格等）に関して、地方自治体による独自
の支援措置を受けている場合は選択してください。
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職員給与に関する事項④︓職員給与の追加方法

「職員給与の追加」をクリックすると以下の画面が表示されます。

施設に属する全ての職員（非常勤を含む）について、それぞれ「職員給与の追加」をクリックして追加します。
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職員給与に関する事項⑤︓各項目定義

勤続年数
貴施設における勤続年数を記入
してください。

経験年数
貴施設における勤続年数と
過去に勤務していた施設等
における勤続年数を合算し
た年数を小数点第１位（小
数点第２位四捨五入）まで
記入してください。

常勤換算値
常勤換算値=常勤以外の職員の1か月の勤務時間数の合計÷各施設·
事業所の就業規則等で定めた常勤職員の1か月の勤務時間数で算出
してください。
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職員給与に関する事項⑥︓起点賃金水準

【起点賃金水準の定義】
基本的に加算当年度の前年度を指します。ただし、以下の場合はこれに拠らないので
留意してください。
・施設型給付を受ける私立幼稚園であって、加算前年度に処遇改善等加算(令和6年度
の場合は処遇改善等加算Ⅰ(賃金改善要件分)、Ⅱ、Ⅲのいずれか)の適用を受けておら
ず、それ以前に処選改善等加算(令和6年度以前は処選改善等加算Ⅰ(賃金改善要件分)、
Ⅱ、Ⅲのいずれか)の適用を受けている場合は、当該処遇改善等加算の適用を受けた直
近の年度を起点賃金水準とする。
・加算当年度に初めて処遇改善等加算の適用を受けようとする場合(私学助成を受けて
いた幼稚固が施設型給付を受ける幼稚固となり、初めて処選改善等加算の適用を受け
る場合を除く。)は、支援法による確認の効力が発生する年度の前年度(平成26年度以
前に運営を開始した保育所にあっては、平成24年度)。※基準年度に施設·事業所がな
い場合は、地域又は同一の設置者·事業者における当該年度の賃金水準との均衡が図ら
れていると認められる賃金の水準を起点賃金水準とする。

【起点賃金水準「基準年度における賃金水準を適用した場合の賃金」の入力】
起点賃金水準で記入していただく金額は、各職員に対し、前年度に実際に支払った賃
金ではありません。各職員の起点賃金水準は、「加算当年度の雇用形態」、「加算当
年度時点の経験年数」を「基準前年度の給与表」に当てはめることで算出する点に注
意してください。すなわち、加算当年度における職員について、雇用形態、職種、勤
続年数、職青等が加算当年度と同等の条件のもとで、基準年度の給与水準に当てはめ
た場合の賃金を基本給·手当·賞与毎に入力いただきます。

法定福利費等の事業主負担額は除きます。なお、起点賃金水準の算出に当たって考
虑するのは決まって支払う給与、手当等であり、処遇改善等加算として支払った額は
含めません。

「起点賃金水準」「加算当年度内の賃金改善実施期間における支払賃金」の入力に当たっては、「施設型給付費等
に係る処遇改善等加算について」(以下「処遇改善等加算通知」という。)を参照してください。
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職員給与に関する事項⑦︓賃金関連項目入力要領

「基本給」は、
基本給として支払った年額を記載します。

「手当」は、扶養手当、時間外勤務手当、夜勤手当、危険手当、役付手当、
通勤手当など職員に支払った全ての手当が含まれます。兼務等により報告
対象事業以外の事業からも給与等を支払われている者については、報告対
象事業以外の事業から支払われている金額も含めた、実際に支払われてい
る額を記入して下さい。「賞与(一時金)」は、基準年度に支給した合

計額を記載します。

「人件費の改定状況部分」は、「人事院勧告による国家公務員の給与改定に伴い、公定価格のうち人件
費に係る助成額が増減された分について、施設の職員構成等を踏まえ、施設の判断で適切に配分を行っ
た額」を記入してください。法定福利費等の事業主負担額を除きます。

「加算当年度内の賃金改善実施期間における支払賃金」は、加算当年度に職員に
支払った賃金を記載します。
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モデル給与に関する事項①︓表示画面
【モデル給与とは】
実際に在籍する職員個人への支給実績ではなく、報告対象施設・事業の賃金規定等の根拠に基づき、職種や経験年数
等の属性に応じたモデル化された給与額のことを指します。
モデル給与を公表する趣旨は、保護者による施設・事業者の選択や、求職者の職場の選択やキャリアの検討等を支援
することであることから、昇給や昇進のタイミング等を踏まえたモデル給与を入力して下さい。
「モデル給与に関する事項」に表示される項目は以下のとおりです。
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モデル給与に関する事項②︓基本情報の入力

その他職員の処遇に関する事項で本システムを通じて
情報公表を行いたい事項があれば記入して下さい。

「給与に関する基本情報」については、入力はすべて任意です。
回答した項目については、回答内容が公表されます。
なお、次ページの「モデル給与」については入力必須事項です。

回答する場合、各設問に必要な情報
を入力してください。回答いただい
た内容がそのまま公表されます。
非回答の場合、そのまま空欄として
ください。
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モデル給与に関する事項③︓モデル給与の追加方法
モデル給与一覧は、以下の手順で追加します。

行追加すると・・・

入力欄が表示されます。それぞれの項目に値を入力してください。

削除ボタンをクリックするとその行の入力欄が削除されます。

上下どちらでも結構ですので、赤枠内「行を
追加」ボタンをクリックしてください
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「幼稚園教諭（常勤）」などの職種、「月額給与」などのモデル形式の組み合わせを追加する手順は、以下のとおり
です。

モデル給与に関する事項④︓職種・モデル形式の選択

職種、モデル形式の組み合わせを追加する場合は、「モデル給
与の追加」をクリックしてください。

「職種」を以下より選択してください。
・ 幼稚園教諭（常勤）
・ 幼稚園教諭（非常勤）
・ 調理師
・ 事務職員
・ 栄養士

「モデル形式」を以下より選択してください。
・ 月額給与
・ 時間給

「モデル給与の追加」を押下すると、
職種、モデル形式の組み合わせを追加する以下の画面が表示されます。
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該当する職員又はモデル形式が存在しな
い場合はチェックしてください。入力が
スキップされます。

幼稚園については、常勤教諭については入力が必須です。
教諭以外の職種や非常勤職員のモデル給与等はすべて任
意項目となりますので、常勤教諭以外に情報を公表した
い職種等がありましたら、モデル給与の追加を選択し、
記入して下さい。常勤幼稚園教諭以外は記入する学歴区
分・経験年数等について指定はございません

「所定勤務時間数」には、報告対象施設・事業の就業規則等において規定
する当該職種の職員の１月あたり勤務時間数を記入して下さい。モデル形
式において時間給を選択した場合、所定時間勤務時間数には施設等におい
て従事する当該職種の非常勤職員の平均的な勤務時間数を記載してくださ
い。

「主な諸手当の内容」には、モデル給与一覧表
の諸手当欄において記入した金額に含まれる諸
手当の具体例を記入して下さい。

モデル給与に関する事項⑤︓モデル給与の入力（常勤月額給与の例）
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給与（月額）は、報告対象施
設・事業の賃金規定等に基づき、
職種・経験年数・学歴区分に応
じて、該当する内容を記入して
下さい。

諸手当は、報告対象施設・事業
の実情に応じて、賃金規定等に
基づき記入して下さい。 年収の目安は、報告対象施設・事

業の賃金規定等に基づき、職種・
経験年数・学歴区分に応じて、該
当する内容を記入して下さい。

＜常勤保育士（※）の場合＞※幼稚園においては常勤幼稚園教諭、認定こども園においては常
勤保育教諭と読み替えてください。
○モデル給与一覧表は、１つの職種につき学歴区分は１つ以上、経験年数は学歴区分１種
類につき２つ以上（１年目を必ず含むこと。）を記入して下さい。
＜記入パターン例＞
■１年目（大学卒）、５年目（大学卒）、10年目（大学卒）
■１年目（大学卒）、５年目（大学卒）、１年目（専門学校卒）、５年目（専門学校卒）
＜不十分な記入例＞
■１年目（大学卒）のみ ※複数の経験年数の場合を記入して下さい。
■５年目（大学卒）、10年目（大学卒） ※１年目は必ず記入して下さい。
■１年目（大学卒）、５年目（大学卒）、１年目（専門学校卒） ※１つの学歴区分につ
き２パターン以上の経験年数を記入して下さい。
＜上記職種以外（非常勤保育士等を含む）の場合＞
○記入する学歴区分・経験年数等について指定はございませんので、モデル給与を公表す
る趣旨を踏まえたうえで、施設等において公表するモデル給与一覧を入力してください。

モデル給与に関する事項⑤︓モデル給与の入力（常勤月額給与の例）
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非常勤職員のモデル給与の情報を入力
してください。 時間給の場合は、「年収の目安」では

なく「合計(想定月額)」であることに
留意してください。

合計（想定月額）は、報告対象施設・事
業における非常勤職員の平均勤務時間等
から、職種・経験年数・学歴区分に応じ
て想定される内容を記入して下さい。

給与（時間給）は、報告対象施設・事業
の賃金規定等に基づき、職種・経験年
数・学歴区分に応じて、該当する内容を
記入して下さい。

諸手当は、報告対象施設・事業
の実情に応じて、賃金規定等に
基づき記入して下さい。

モデル給与に関する事項⑥︓モデル給与の入力（非常勤時間給与の例）
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収支の状況に関する事項①︓表示画面
収支の状況に関する事項の表示項目は以下のとおりです（一部割愛しています）。
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収支の状況に関する事項②︓人件費の入力
施設が、報告対象施設・事業以外の事業（延長保育事業、一時預かり事業等）も行っており、事業ごとに事業活動計

算書等を分けていない場合は、収支共に、それらの事業も含めた決算額を記入して下さい。また、事業ごとに会計を分
けており、報告対象事業のみの収入・支出を把握している場合は、収支共に報告対象事業に係る決算額のみを記入して
ください。

決算に基づき入力してくだ
さい。なお、グレーになっ
ている項目は自動計算です。

各施設による「収支の状況」に係る報告においては、
以下の経費を「人件費」に含みます。
①各施設が採用する会計基準において計上される人件
費
②派遣職員に係る経費（紹介手数料除く）
③法定福利費
したがって、各施設の損益計算書において、②及び③
が人件費以外の勘定科目に計上されている場合、本報
告においては、当該経費を切り出して人件費の項目に
計上いただくようお願いします。
例えば、教育研究経費や管理経費等の報酬・委託・手
数料には派遣委託費が含まれているところ、当該派遣
委託費は切り出して人件費に計上いただくこととなり
ます。
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収支の状況に関する事項③︓狭義の人件費

「グループ平均」として表示される数値は、施設類型、経営
主体、利用定員等が同規模程度の施設等における前年度平均
値です。参考のために表示しています。
※入力初年度である令和７年度入力時には表示されません。

企業会計基準学校法人会計基準社会福祉法人会計基準

人件費、経費（事務費に係る
もの）に係る委託費うち派遣
委託費

人件費、教育研究経費に係る
報酬・委託・手数料うち派遣
委託費、管理経費に係る報
酬・委託・手数料うち派遣委
託費

人件費
報告様式におい
て、狭義の人件
費として算出す

る科目

【狭義の人件費とは】
事業収入（収益）、事業支出（費用）から自動算出されます。
狭義の人件費とは各会計基準において人件費科目及び当該科目計上金額の全額を人件費として整理することができる
人件費以外の科目の合計です。入力された事業収入（収益）、事業支出（費用）から「人件費比率（狭義）」が算出
され、公表されます。
＜人件費比率（狭義）算出式＞狭義の人件費※ / 収益計 ※詳細は以下を確認してください。
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収支の状況に関する事項④︓広義の人件費

広義の人件費として計上したい科
目がある場合には記入して下さい。
詳細は以下を確認してください。 広義の人件費に係る科目を

１つでも入力した場合、
自動計算されます。

概要（具体例）科目

人件費科目以外に計上されている支出（費用）において、報告対象施設・事業に在
籍する職員に関する福利厚生費として整理可能な経費。Ex.法定外福利費等福利厚生費

人件費科目以外に計上されている支出（費用）において、報告対象施設・事業に在
籍する職員に関する研修研究費として整理可能な経費。
Ex.業務に直接的に必要な講習等の研修費等

研修研究費

人件費科目以外に計上されている支出（費用）において、報告対象施設・事業に在
籍する職員に関する職員手数料に係る経費（紹介手数料を含む）。
Ex.職員採用を行う際に要する紹介手数料や広告宣伝費等

職員手数料に係る経費（紹介手数料を含む）

人件費科目以外に計上されている支出（費用）において、報告対象施設・事業に在
籍する職員に関するその他の費用として整理可能な経費。その他

【広義の人件費とは】
広義の人件費とは各会計基準において人件費科目には計上されないものの、多様な勘定科目にて処理されている職
員に関する各種経費のことです。すべて任意項目ですが、１項目でも記入した場合は「人件費比率（広義）」が自
動算出され、公表されます。
＜人件費比率（広義）算出式＞（狭義の人件費＋広義の人件費として入力された額） / 収益計
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収支の状況に関する事項⑤︓勘定科目の定義（収入Ⅰ）
表示される勘定科目の定義は以下のとおりです。

定義・記入上の注意勘定科目
・保育料として利用者から徴収した額。
・預かり保育料や給食費等の実費徴収分が含まれており、その内訳が明確である場
合は、それぞれを「付随事業収入」に計上して下さい。

基本保育料

・上乗せ徴収（教育・保育の質の向上を図る上で特に必要であると
認められる対価）として、利用者から徴収した額。

特定保育料

・「基本保育料」「特定保育料」以外で受け入れた納付金の額。
・ただし、入園検定料やその他手数料は「手数料」に、預かり保育
料や実費徴収は「付随事業収入」に計上して下さい。

その他納付金

・入園検定料や在園・卒園等の証明書の発行による文書料等、手
数料として利用者から徴収した額。

手数料

・使途の特定の有無にかかわらず、受け入れた寄付金品（施設整備
寄付金や施設整備の受贈額を除く。）の額。金銭以外の資産の贈
与の場合は、その資産の額。

寄付金

・私立幼稚園における教育に必要な経常的経費について、都道府県から補助金の交
付を受けている場合、その補助金収入の額。

経常費等補助金

・子ども・子育て支援法に基づく施設型給付費の交付を受けている場
合、その収入の額。

施設型給付費（特
例施設型給付費を
含む）

・私立幼稚園が実施する地域子ども・子育て支援事業（一時預かり
事業等）に必要な経費について、交付金の交付を受けている場
合、その収入の額。

地域子ども・子育て
支援事業（一時預
かり事業等）

・障害のある園児が在学している私立幼稚園における、当該園児に係る専任教職員
給与費を含む教育に必要な経常的経費について、都道府県から補助金の交付を受
けている場合、その補助金収入の額。

幼稚園特別支援教
育経費（私学助成）

・私立幼稚園が実施する預かり保育に必要な経費について、都道府県から補助金の
交付を受けている場合、その補助金収入の額。

預かり保育推進事
業（私学助成）
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収支の状況に関する事項⑤︓勘定科目の定義（収入Ⅱ）
表示される勘定科目の定義は以下のとおりです。

定義・記入上の注意勘定科目
・私立幼稚園における子育て支援活動に必要な経費について、都道府県から補助金
の交付を受けている場合、その補助金収入の額。

幼稚園の子育て支
援活動の推進（私
学助成）

・都道府県または市町村が独自に実施する事業（国庫補助事業以外の事業）に係
る補助金収入の額。

地方単独事業に係
る補助金

此処まで回答した補助金に該当しない全ての補助金収入の額。その他補助金
・教育活動に付随する活動に係る事業の収入。利用者から徴収した
預かり保育料や実費（日用品、文房具等必要な物品の購入費用、
行事参加費用 等）の額、外部から委託を受けた事業による収入
額、その他付属事業収入（付属機関の事業収入）等の額

付随事業収入

・施設設備利用料、固定資産に含まれない物品の売却収入その他設置者の負債と
ならない収入であって、教育活動収入・手数料・寄付金・経常費等補助金・不随事
業収入の各収入以外の収入額。

雑収入

・第3号基本金引当特定資産運用収入、預金、貸付金等の利息、
株式の配当金等の額。

受取利息・配当金

・受取利息・配当金に該当しない教育活動外収入（収益事業収入等）の額。その他の教育活動
外収入

・資産売却収入が当該資産の帳簿残高を超える場合のその超過額。資産売却差額
・資産売却差額に該当しない特別収入（施設整備寄付金、施設整備の受贈額、
施設整備補助金、過年度修正額等）の額。

その他の特別収入

・「借入金利息補助金収入」がある場合はその金額。うち、借入金利息
補助金収入
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収支の状況に関する事項⑤︓勘定科目の定義（支出Ⅰ）
表示される勘定科目の定義は以下のとおりです。

定義・記入上の注意勘定科目
・教員（園長を含む。以下同じ。）に支給する本俸、期末手当、及びその他の手当

並びに所定福利費。
※派遣教員を雇い入れている場合には、その費用は「うち派遣委託費」又は「うち派

遣委託費」欄に記入して下さい。

教員人件費

・教員以外の職員に支給する本俸、期末手当及びその他の手当並びに所定福利費。
※派遣職員を雇い入れている場合には、その費用は「うち派遣委託費」又は「うち派

遣委託費」欄に記入して下さい。

職員人件費

・理事及び監事に支払う報酬。役員報酬

・退職金支給規定等に基づき設定する退職給与引当金の当年度繰入額。退職給与引当金
繰入額

・退職金支給規定等に基づき支給する退職金。
退職給与引当金への繰入れが不足していた場合には、当該会計年
度における退職金支払額と退職給与引当金計上額との差額。
退職給与引当金を取崩す場合は、この金額を控除した額。

退職金

・その他人件費として要した費用。その他の人件費
・幼稚園における教育活動のために支出する経費。
※ 「管理経費」は、主には役員の行う業務執行のために要する経費および評議員

会のために要する経費、総務・人事・財務・経理その他これに準ずる法人業務
に要する経費、教職員の福利厚生のための経費、教育研究活動以外に使用
する施設、設備の修繕、維持、保全に要する経費（減価償却費を含む）、
園児募集のために要する経費、補助活動のうち食堂等。「２ 教育研究経
費」はそれ以外の経費で、主たる使途に従って含める経費。

教育研究経費

・消耗する物品の購入費で、固定資産の購入に該当しないもの。消耗品費
・電気、ガス、水道等の使用料。光熱水費
・業務に係る役職員の出張旅費及び交通費。旅費交通費
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収支の状況に関する事項⑤︓勘定科目の定義（支出Ⅱ）
表示される勘定科目の定義は以下のとおりです。

定義・記入上の注意勘定科目
・園児に対する学納金の減免（就園奨励費補助金による減免を除く）を行っている

場合、その減免額。
・ただし、その場合は 「教育活動収入」の学生生徒等納付金には減免額控除前の

金額を計上して下さい。

奨学費

・教育活動に必要な器具及び備品、会場等の賃料。賃借料

・臨時的な講師の報酬、教育活動に係る業者委託費、施設の警備委託、防火設
備等の保守点検手数料等、報酬・委託・手数料の支払額。

※上記に例示する経費でも、園舎や園児以外に係る部分は管理経費となります。

報酬・委託・手数
料

・給食調理業務を委託するための費用。
※当該支出を「管理経費」で会計処理している場合は「３ 管理経費」のオ①に記

入して下さい。

うち給食委託費

・派遣教職員を雇い入れるための費用（カ①に派遣職員が含まれる場合は、カ①に
その費用を記入して下さい。）。

※当該支出を「管理経費」で会計処理している場合は「３ 管理経費」のオ②に記
入して下さい。

うち派遣委託費

・租税その他の賦課金。公租公課

・教育研究用減価償却資産に係る当該会計年度分の減価償却額。減価償却額
・補助活動事業の専任職員の給与、実費徴収した経費について業者に支払う費用、

預かり保育に係る費用等、教育活動に附随して行われる事業に係る費用。
補助活動支出

・ここまで回答した管理経費に該当しない全ての支出。その他
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収支の状況に関する事項⑤︓勘定科目の定義（支出Ⅲ）
表示される勘定科目の定義は以下のとおりです。

定義・記入上の注意勘定科目
・徴収不能引当金繰入額（金銭債権のうち、徴収不能のおそれがあるものについて、
当該徴収不能の見込額を徴収不能引当金に繰り入れている場合は、当年度繰入
額）、徴収不能額（徴収不能の見込額を徴収不能引当金に繰り入れていない
債権について当該会計年度分において徴収不能となった場合、当該徴収不能の金
額）。

徴収不能額等

・借入金利息、学校債利息等の額。借入金等利息
・教育活動外支出のうち、借入金等利息に該当しない支出の額。その他の教育活動

外支出

・資産の帳簿残高が当該資産の売却収入金額を超える場合のその
超過額。除却損又は破棄損を含みます。

資産処分差額

・特別支出のうち、9に該当しない支出（災害損失、過年度修正額
等）の額。

その他の特別支出

・学校法人会計基準第29条の規定により、学校法人が、その諸活動の計画に基づ
き必要な資産を継続的に保持するために維持すべきものとして、その事業活動収入
のうちから組み入れた金額。

・△印（マイナス表記）を付して記入して下さい。
※設置主体が学校法人以外で、計上していない場合は、「０（ゼロ）」を記入し

て下さい。

基本金組入額
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人的資本に関する事項①︓表示画面
人的資本に関する事項の表示項目は以下のとおりです。
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人的資本に関する事項②︓入力項目Ⅰ

回答する場合、選択式の項目は該当
するものを選択、自由記述項目は必要
な情報を入力してください。回答いた
だいた内容がそのまま公表されます。

回答しない場合、選択式の項目は
「非回答」が選択されている状態に、
自由記述項目は空欄のままとしてくだ
さい。

入力はすべて任意です。なお、回答した項目については、回答内容が公表されます。
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人的資本に関する事項②︓入力項目Ⅱ

最初の設問に「導入している」と
回答した場合、①〜⑮の設問につ
いて、いずれかの選択肢を選択し
てください。
具体的な導入済みICTツール等の
情報を公表したくない場合は、
「導入済み」を選択した場合で
あっても、すべて「非回答」を選
択いただいても構いません。

「ICTツール・IoTデバイス導入
の取組状況」は必須項目です。
①〜⑮の具体的なICTツール等を
導入している場合には「導入済
み」を選択して下さい。単にPC
やタブレット等を配備している
だけでは「導入済み」には該当
しません。
「非導入」を選択した場合、①
〜⑮の各設問に回答する必要は
ありません。（非導入であるこ
とを含め公表されません。）
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人的資本に関する事項②︓入力項目Ⅲ

回答しない場合、選択式の項目は「非
回答」が選択されている状態に、自由
記述項目は空欄のままとしてください。

回答する場合、選択式の項目は該当
するものを選択、自由記述項目は必
要な情報を入力してください。回答
いただいた内容がそのまま公表され
ます。

自由記載の項目は具体的に記載い
ただければアピールポイントになり
ます。積極的な記載をお願いします。
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人的資本に関する事項③︓自由記述項目 記載例Ⅰ

当園の令和○年度の離職率は0.1％と極めて低く、安定した職場環境が維持されています。離
職者は1名のみで、本人の希望による家庭の事情（配偶者の転勤）によるものであり、職場へ
の不満や人間関係のトラブルなどによるものではありませんでした。定期的な面談や業務改善
の取り組み、職員間のコミュニケーションの促進により、働きやすい職場づくりに努めていま
す。また、産休・育休からの復職率も高く、職員が長く安心して働ける環境の整備に力を入れ
ています。今後も職員の声を反映しながら、定着率のさらなる向上を目指してまいります。

当園では、教職員の資質向上を目的に、園内外の研修体制を整えています。園内では月1回の
職員研修を実施し、保育実践や安全管理、保護者対応等について学んでいます。外部研修につ
いては、年5回まで受講を認め、参加費・交通費の補助を行っています。令和○年度は全職員
が年1回以上の研修を受講し、延べ16名が外部研修に参加しました。また、新任者には年間6
回の初任者研修を実施し、中堅職員にはOJTや主任研修の機会も設けています。今後はキャリ
アパスに応じた研修体系の整備と、他園との合同研修の実施も検討しています。

当園では、新卒・中途の両面から職員採用を行っており、大学や専門学校との連携、就職説明
会への参加、ハローワーク・求人サイト掲載など多様な手法を活用しています。園見学や実習
受入を通じて園の保育理念や雰囲気を伝え、ミスマッチの防止に努めています。採用選考は面
接と実技を組み合わせ、人物面・専門性の両面から総合的に判断しています。近年はSNSや動
画を活用した園紹介にも取り組み、求職者との接点を広げています。採用後はOJTと研修を組
み合わせた育成体制を整備し、早期離職の防止にも力を入れています。

あくまで一例であり、各園のアピールポイントや実態に即して御活用ください。
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人的資本に関する事項②︓自由記述項目 記載例Ⅱ

当園では、非正規職員や補助職員に対して「子育て支援員研修」の受講を推奨しており、令和
○年度末時点で4名が修了済です。研修費用は園が全額負担しており、就業時間内での受講調
整も行っています。支援員資格取得後は、0〜2歳児の保育補助や登降園時の対応、清掃・環
境整備などを担い、保育士との連携を図っています。今後も職員の専門性向上と保育の質の安
定を目的に、さらなる取得促進を進めていく予定です。

職員の働きがいや職場環境改善に向け、年1回の職員アンケートを実施しています。令和○年
度の結果では、「職場の人間関係」「業務のやりがい」に関しておおむね満足との回答が多く、
全体の満足度は85％となりました。一方、「業務の偏り」や「休憩取得のばらつき」等に課
題が見られたため、業務分担の見直しや業務改善会議の開催を進めています。今後も職員の声
を反映しながら、働き続けやすい職場づくりを目指してまいります。

当園では、性別・年齢・経験年数にとらわれず、多様な人材が活躍できる職場づくりを推進し
ています。近年では子育て中の職員や定年後再雇用者の積極的な登用を進め、時短勤務や希望
シフト制度を導入しています。また外国籍スタッフの受入れ経験もあり、文化的な多様性にも
配慮した環境整備を行っています。今後は障がい者雇用の可能性も検討しながら、多様性を尊
重する風土づくりに取り組みます。職員一人ひとりの強みを活かし合える職場づくりを目指し
ています。

あくまで一例であり、各園のアピールポイントや実態に即して御活用ください。



５．Excelテンプレートを利用した入力について
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Excelテンプレートを利用した入力①︓表示画面

「人員配置に関する事項」、「職員給与に関する事項」、「収支の状況に関する事項」は、システムに直接手打ち
して入力することもできますが、Excelテンプレートを使用することで入力作業を効率化することができます。

【表示イメージ】
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Excelテンプレートを利用した入力②︓テンプレダウンロード

ダウンロードをクリックし、Excelテンプレートを
端末にダウンロードしてください。

Excelテンプレートを利用した入力方法は以下のとおりです。
例として「収支の状況に関する事項」についての説明をいたしますが、他の項目でも操作は同様です。
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Excelテンプレートを利用した入力③︓テンプレートへの入力

収支の状況を入力してください。

端末にダウンロードしたテンプレートを開くと、以下のエクセルファイルが表示されます。
以下赤枠内「金額」欄にデータを入力してください。
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Excelテンプレートを利用した入力④︓テンプレートデータのコピー

収支の状況を
入力した後にコ
ピーしてください。
※入力前には
何も表示されま
せん。

必要なデータを入力後、以下赤枠内の「貼り付けデータ」に表示されたデータをコピーしてください。
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Excelテンプレートを利用した入力⑤︓ファイル破損時のエラーメッセージ

切り取り操作などでExcelが破損した場合は、エラーメッセージが表示され
ます。

以下エラーメッセージが表示された場合は、ファイルが破損しております。
破損した場合は、「テンプレートダウンロード」からやり直していただく必要がありますので、各項目へ入力する際
は、切り取り操作・ドラッグ操作は行わないようご注意ください。
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Excelテンプレートを利用した入力⑥︓アップロードⅠ

①Excelデータ追加をクリックしてください。

テンプレートへの入力とコピーまで終えた後、ここdeサーチ上にデータを取り込む手順は以下のとおりです。
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Excelテンプレートを利用した入力⑥︓アップロードⅡ

③データ作成をクリックしてください。

②コピーした収支の状況を貼り付けてください。
※赤枠内で右クリックし「貼り付け」を選択してください。
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Excelテンプレートを利用した入力⑦︓データ取り込み後の表示画面

Excelテンプレートに入力したデータが入力さ
れます。

Excelテンプレートに入力したデータが転記されていることを御確認ください。



６．その他補足情報
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その他の留意事項等

【施設種別が変更した場合の入力について】
例︓私立の幼稚園が、令和７年４月１日よりこども園へ移行した場合（令和６年
度事業はR6.4.1〜R7.3.31）

施設種別の変更後に前年度の施設種別で経営情報を報告することはできないため、
令和６年度に係る経営情報の報告を令和７年８月末までに行っていただいた後、
公表後に登録権限を持つ自治体において本システムの施設種別を変更いただくよ
うお願いします。
なお、移行後の認定こども園については、令和７年度事業年度終了後から５か月
以内に御報告ください。

【施設の営業状態について】
施設が休止・廃止となった場合は自治体へ御連絡ください。
なお、休止・廃止施設となっても報告可能ですので、前年度の報告が必要な場合
はそのまま報告を行ってください。

※自治体にて施設IDを「削除」してしまうと、報告できなくなりますので、自治
体への御連絡の際は「ID削除」ではなく「営業状況の変更」を行っていただくよ
う明確にお伝えいただくようお願いします。
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経営情報の見える化に係る関連情報について

（１）「保育所等における継続的な経営情報の見える化について」の４月説明会資料
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/d
47e249d-e99b-4bfc-b964-
0368ac07cb2a/58311b8d/20250408_councils_kokoseido-
keizokutekimieruka_06.pdf

（２）説明会動画アーカイブ（令和７年８月末まで公開）
https://www.youtube.com/live/vn_2pYihGzk

（３）令和７年４月自治体オンライン説明会での主な御質問に対する回答
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/d
47e249d-e99b-4bfc-b964-
0368ac07cb2a/c6724951/20250430_councils_kokoseido-
keizokutekimieruka_07.pdf

（４） 保育所等における継続的な経営情報の見える化に伴う「ここdeサーチ」に係る
要望受付フォーム
https://forms.office.com/r/JBcC1M18Hv

https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/d
https://www.youtube.com/live/vn_2pYihGzk
https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/d
https://forms.office.com/r/JBcC1M18Hv
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お問い合わせについて

○子ども・子育て支援情報公表システム関係連絡板

以下リンク先にて、お知らせやマニュアルを掲載しておりますので、ご確認くだ
さい。
子ども子育て支援情報公表システム関係連絡板

○ログインできない、IDがわからない等、よくある質問については以下リンク先
をご覧ください。
子ども子育てよくある質問

○このほか、システム操作に関するお問い合わせについては、ヘルプデスク※
（0570-000-632）またはお問い合わせ送信フォームまでご連絡ください。

＜お問い合わせフォーム＞
子ども・子育て支援情報公表システムに関するお問い合わせ



７．操作デモンストレーション
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